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01 当社について
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後継者不在である中⼩企業のM＆Aを連続的に⾏い
独⾃の仕組みでバリューアップを⾏う

セイワホールディングスとは
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製造業特化型の事業承継
プラットフォーマー



バリューチェーン
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セイワホールディングス独⾃のプラットフォームの活⽤により、バリューチェーンモデルを確⽴



なぜこの事業を⾏うのか
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⽗が経営する「職⼈」が働いている町⼯場に⼊社した。モノづくりに向き合う職⼈と共に仕
事をするうちに、「事業を継ぎたい」という想いが⼤きくなっていった。当時社員は

創業者である⽗だけを⾒ていて私は相⼿にされなかった。がむしゃらに努⼒をし
少しずつ⾃分のことを認めてもらっていった。

会社が軌道にのり、事業の成⻑・安定化を考える中で、「事業承継」が
社会課題になっていることに気づき、経験が活かせると直感した。

事業承継に取り組む中で、
「またこの会社で同じ仕事を続けられ、ボーナスをもらえると思わなかった」

「セイワグループに⼊っていなかったら、会社が厳しかったと思う」などの声を聴き、
従業員の会社に対する想い、オーナー様の事業への強い思いを感じた。

こうした経験から、想いをつないで、「事業承継」に全⼒で取り組み、社会や取引先に貢献
できる中⼩企業のものづくりのモデルを実現することを決意した。



概要

会社概要
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会社名 株式会社セイワホールディングス

代表 野⾒⼭ 勇⼤

所在地 愛知県名古屋市中区錦1-8-11
DPスクエア錦2階

設⽴ 2021年1⽉4⽇

事業内容
製造業の事業承継推進・
プラットフォーム化によるグループ
経営

従業員数 345名（グループ全体）
※2026年1⽉末時点

主要数値(2025年5⽉期連結ベース) (1)

グループ総数取引顧客数 年間M&A紹介件数

調整後販管費率 調整後EBITDA率調整後営業利益率

1,894社(5) 15社(6)

※全社100%⼦会社
151件(7)

77.6億円 8.0億円(2) 10.7億円(3)

(1) 2025年5⽉期連結財務諸表は国際会計基準（IFRS）に基づき作成されており、監査済みです。
(2) 調整後営業利益は、営業利益に、企業結合により発⽣する無形資産の償却費、取得関連費⽤を⾜し戻して算出しております。調整後営業利益率は調整後営業利益を売上⾼で除して算
出しております。
(3) 調整後EBITDAは調整後営業利益に減価償却費を⾜して算出しております。調整後EBITDA率は調整後EBITDAを売上⾼で除して算出しております。
(4) 調整後販管費率は、販売費及び⼀般管理費から企業結合により発⽣する無形資産の償却費を控除した⾦額を売上⾼で除して算出しております。
(5) 取引顧客数は、2025年5⽉期において取引のあった顧客数の集計値となります。
(6) グループ総数には、当社及びSPC（特別⽬的会社）を含んでおりません。
(7) 年間M＆A紹介件数は、2024年6⽉1⽇〜2025年5⽉31⽇の期間において、第三者より買収候補先として情報提供をうけた件数となります。

売上⾼ 調整後EBITDA調整後営業利益

3.2億円
当期純利益

前期⽐ +6.8% 前期⽐ +41.3% 前期⽐ +31.7% 前期⽐ +16.2%

当期純利益率

20.2％(4) 10.4％(2) 13.8％(3) 4.2％



グループ企業の売上構成を⽇本標準産業分類に基づいて分類

当社の主要製品群について
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⾦属製品 輸送⽤機械器具製造業 ⽣産⽤機械器具

38% (1) 14% 14%

主にカチオン塗装や電気めっきを主体
(左ドアのカチオン、右⾦属製品の電気
めっき）

主に船舶の発電機や液⾯計を製造
（左発電機フレーム、右液⾯計）
※右液⾯計は⼤きさの縮尺調整

ニッチな専⽤機械を製造

半導体 ⾃動⾞ ⼯作機械 船舶 プラント 半導体 ⾃動⾞ 医療

対象事業の主なクライアント先

(1)本⽐率は、2026年5⽉期中間期の売上⾼に基づいて、当社グループをそれぞれ⽇本標準産業分類で整理した売上構成⽐率になります。



連結業績推移
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(1) 調整後連結営業利益は、営業利益に、企業結合により発⽣する無形資産の償却費、取得関連費⽤を⾜し戻して算出しております。

調整後連結営業利益、連結当期利益、調整後連結EBITDAを最重要指標としております
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(3) 各期監査済みの財務数値を基に記載しております。

1,169



企業ハイライト
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■ 中⼩企業の事業経営経験者を中⼼とした役員及び経営管理メンバーで、PMIに強みのある経営管理体制を構築
■ バリューアップにより製造業の平均利益率を⼤きく上回る実績を実現
■ 製造業×事業志向の独⾃ポジショニングによる競争優位性

２ 事業経営経験者を中⼼とした経営陣による優れたバリューアップ実績

■ ⾼齢化問題で継続的な事業承継の機会がある
■ 製造業は市場規模が⼤きく、需要が安定的で、ロールアップに適した多くの市場が存在
■ ターゲット市場を絞り、類似業種のM＆Aを基本⽅針としており、ノウハウの蓄積、シナジーの最⼤化を⽬指す

１ 追い⾵の事業環境

■ 投資要件を精緻化することで、仲介会社との接点も最⼤化しつつ、⾃社に適した案件が紹介される仕組みを構築
■ 直近案件5件のうち3件が⾃社経由であり、さらなるソーシング強化のため⾃社ソーシングチームを組成
■ 中⼩製造業関連企業に複数のアプローチ⼿法を駆使し、太く途切れないM&Aパイプラインを構築していると考えている

３ 事業オーナーから厚い信頼を得て、独⾃のM&Aパイプラインも強化へ

■ 6年間で累計16件のM＆A（2026⽉5⽉期2Q時点）を実施しており、年平均2.7件の安定した投資を実⾏
■ 120案件を検討した際に2-4件の成約を⽬指す（前期の案件数は151件）
■ Net Debt/ EBITDA倍率で3-4倍を投資基準とし、今後も継続して⾼い成⻑を⽬指す

４ 適正な買収価格と厳格な財務規律により買収戦略の再現性を⾼め、成⻑にコミットメント



02 事業環境
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休廃業数・経営者の年齢が増加、休廃業の数に対して受け⽫が⼤幅に不⾜

経営者の⾼齢化と後継者不在による事業承継問題
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注1︓出所︓(株)東京商⼯リサーチ「2024年の「休廃業・解散」企業 動向調査」 (2025年1⽉
11⽇）、「2024年「全国社⻑の年齢」調査」(2025年2⽉17⽇）

注2︓出所︓(株)レコフデータ「⽉刊事業承継M&Aレポート」より、2024
年1⽉〜12⽉の「事業承継M&A」の件数を合計して算出

休廃業・解散件数及び経営者の平均年齢の推移 注1 休廃業・解散した企業数と事業承継成約件数
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製造業のうち、事業承継を想定している中⼩企業を対象領域とし、132兆円のTAMを想定
ターゲット市場概略
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5,729 社
事業承継検討先

対象企業 注2

19,498 社
事業承継が想定される先

335,819 社
中⼩企業（製造業）

中⼩企業（製造業）1社あたりの
売上⾼

約393 百万円

）中⼩企業財務プロファイル 注1

中⼩企業（製造業）1社あたりの
経常利益

約21 百万円

以下、出所はいずれも中⼩企業庁「中⼩企業実態基本調査 令和6年確報（令和5年度決算実績）」
注1︓売上⾼は「第３－２表 中⼩企業の１企業当たりの売上⾼（産業⼤分類別）」の令和5年度392.5百万円、経常利益は「第３－4表 中⼩企業の１企業当たりの経常利益（産業⼤分類別）」の令和5年度20.5百万円の⼩数点以下

第1位を四捨五⼊して記載。
注2︓「集計表第５－２表」の「⺟集団企業数」335,819社に対し、TAMは売上⾼392.5百万円を乗算し⼩数点以下第1位を四捨五⼊して兆円単位で記載。SAMは「1.親族内承継を考えている」「2.役員・従業員承継を考えてい

る」「3.会社への引継ぎを考えている」「4.個⼈への引継ぎを考えている」「5.上記1.〜4.以外の⽅法による事業承継を考えている」「6.現在の事業を継続するつもりはない」「7.今はまだ事業承継について考えていない」
「8.その他」の内、5.(1.706%)、3.(2.001%)、8.(2.099%)の合計5.806%を乗算し⼩数点以下第1位を四捨五⼊して19,498社を算出し、売上⾼392.5百万円を乗算し⼩数点以下第2位を四捨五⼊して兆円単位で記載。
SOMは5.(1.706%)を乗算し⼩数点以下第1位を四捨五⼊して5,729社を算出し、売上⾼392.5百万円を乗算し⼩数点以下第2位を四捨五⼊して兆円単位で記載。

注3︓上記注2に記載の割合を⼩数点以下第2位を四捨五⼊して記載。

335,819社19,498社5,729 社

SAM

7.7兆円
Serviceable Available Market
獲得しうる全顧客の市場規模SOM

2.2 兆円
Serviceable Obtainable Market
アプローチ可能な顧客の市場規模

TAM

132兆円
Total Addressable Market
潜在的に獲得可能な全市場規模

当社が対象とする市場規模 注2

中⼩企業（製造業）における
事業承継を検討している先
＜中⼩企業（製造業）全体のうち1.7%＞

注3

中⼩企業（製造業）における
事業承継を検討している先

＋
会社への引継を考えている先
＜中⼩企業（製造業）全体のうち2.0％＞

+
その他の⼿法を想定している先
＜中⼩企業（製造業）全体のうち2.1％＞

注3

中⼩企業（製造業）
全社



建設業製造業 情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業
⼩売業

サービス業
不動産業、物品賃貸業

宿泊業、飲⾷サービス業

⽣活関連サービス業、娯楽業

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0%

廃業率

開業率

平均開業率
3.9%

平均廃業率
3.9%

中⼩製造業に注⼒する理由
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⾼利益・限定的競争を背景に、イノベーションで更なる成⻑が期待できる業界

%

製造業
情報通信業

運輸・郵便業

全産業平均
建設業

サービス業

⼩売業

百万円

開業率
1.5%

廃業率
3.5%

注1︓出所︓中⼩企業庁「中⼩企業実態基本調査 令和6年確報（令和5年度決算実績） 」、建設業、製造業、情報通信業(インターネット付随サービス業、新聞業、出版業)、運輸業・郵便業︓資本⾦３億円以下⼜は従業員300⼈以下、⼩売業︓資本⾦5,000万円以下⼜は
従業員50⼈以下、情報通信業(インターネット付随サービス業、新聞業、出版業以外)、サービス業︓資本⾦5,000万円以下⼜は従業員100⼈以下、の業種・規模の企業から総務省が公正に約11万社を選出し、調査している。

注2︓出所︓厚⽣労働省「令和5年度雇⽤保険事業年報 全体版」より、開業率は新規適⽤事業所数を、廃業率は廃⽌事業所数を、それぞれ⽉末適⽤事業所数で除して算出。
注3︓社内社外の垣根なくアイデアやノウハウ、技術を取り⼊れ、⾰新的な製品やサービス、新規事業、ビジネスモデルなど新たな価値を創出するイノベーション⼿法のひとつ。
注4︓出所︓三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株) 「令和5年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の⽅向性に関する調査）報告書」

⼤企業と⽐較して限定的な
オープンイノベーション注3への取組

中⼩製造業への参⼊障壁が⾼く、
新規プレイヤーの参加は困難

中⼩製造業の1社あたり利益は
全産業トップ

中⼩企業の1企業当たりの経常利益注1 製造業開業率と廃業率注2 オープンイノベーション取組状況注4
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03 当社プラットフォームの特徴と強み
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主要メンバー
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中⼩企業経営、⽣産管理、経営管理の実務を⾏ってきたメンバーで構成

取締役 副社⻑野⾒⼭ 勇⼤
略歴 セイワ⼯業 / セイワホールディングス 略歴 岡⾕鋼機／デロイトトーマツコンサルティング

岡⾕鋼機にて8年にわたり⼀貫して、会計・税務、開⽰書類作成｡資
⾦調達、投融資管理など経理財務業務全般に従事。その後、デロイ
トトーマツコンサルティング（現 デロイト トーマツ）に⼊社し、主
にファイナンス領域に関係する組織再編や業務改⾰、経営管理⾼度
化、管理会計構築プロジェクトに参加｡当社グループでは三陽電⼯株
式会社の社⻑も務める｡

井川 径成代表取締役社⻑

取締役

社外取締役 監査等委員 社外取締役 監査等委員

取締役 常勤監査等委員児⽟ 栄司

⽊村 哲也 林 友梨

三宅 悠介

⽗から継いだ経営不振の会社を各種改⾰によって再建。職⼈の⾼い技術
⼒と共に社会からの不遇を⽬の当たりにし、適切に評価され、⽣き⽣き
と動ける「世界で⼀番働きやすい町⼯場」を作ることを決意。また後継
者不在、事業の再成⻑に苦労する企業を譲受ける「町⼯場のネットワー
ク構想」を考案。著書「会社を殺さないための事業承継の教科書」（き
ずな出版）がある。

三菱樹脂（現 三菱ケミカル）に35年在籍、出向先の関係会社では常務
取締役として製造、開発、営業、労務、総務、経理の全⽅位の職務の管
理業務に従事。その後、フィルム製造メーカーにて取締役製造本部⻑及
び⼯場⻑を兼任し、モノづくり強化を推進した。

トヨタ⾃動⾞に21年間勤務後、2013年に旭鉄⼯株式会社へ転籍。loTを
起点としたDXを実現し、旭鉄⼯のノウハウを他社展開すべく、i Smart 
Technologies株式会社を設⽴。

2007年に愛知県弁護⼠会に登録後、2018年に中村・林法律事務所
のパートナーに就任。企業法務に関する弁護⼠としての経験と専⾨
的知識を有している。

略歴 三菱ケミカル⼦会社取締役 / 中川製袋取締役

略歴 旭鉄⼯株式会社 代表取締役社⻑
i Smart Technologies株式会社 代表取締役社⻑

略歴 あずさ監査法⼈
あずさ監査法⼈にて8年間にわたり、上場企業の会計監査業務等に
従事。2022年7⽉に当社へ⼊社し2022年8⽉に常勤監査役に就任｡

略歴 中村・林法律事務所パートナー



中⼩製造業者においては単体での所有が困難な機能を集約し、事業⽀援を実施

セイワプラットフォームの概略図
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グループ参画

セイワプラットフォームで
中⼩製造業者では単体で所有困難な機能を付与

後継者難等の中⼩製造業

経営資源を活⽤

管理・戦略機能をHDに集約することによる
低コストオペレーションと事業成⻑

中⼩製造業⽀援プラットフォーム

注︓「必要事項のモニタリング」とは以下の4つの観点について継続的に確認することを指します。
• 安全管理︓事業継続に必要となる項⽬について、グループ共通フォーマットを⽤いて把握
• 労働管理︓労務管理の内容を再点検し、本社において毎⽉確認できる体制を構築
• 品質管理︓クレームチェック表等の運⽤を通じて、安定的な供給が可能な体制を確認
• 予算管理︓⽉次での適時・適切な確認および経営指導を実施



収益⼒向上のためのベース戦略
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売りの改善 … 売上構造の変⾰

■ 技術や設備、特許などでニッチかつ価格交渉⼒がある
企業がグループ⼊り

■ 精緻な原価計算を通した不採算製品の⾒極め
■ ⾃社が価値提供できる顧客の再定義と提案

価格交渉⼒を持っている製品や構造を作り出し、
適正利潤を確保

仕⼊れの改善 … 直接⽐率の改善

■ グループ内調達の活⽤をし、外注費の削減と
内製化によるグループ利益の向上

■ 同業種のため購⼊時にボリュームディスカウントを発揮
■ グループの既存仕⼊、顧客情報を共有して、常に最安値
の仕⼊先の開拓を⽬指す

適正品質を最安値で調達できることを⽬指す

製造の改善 …プロセス改⾰

■ 製造プロセスを把握し、やる必要がない仕事を⾒つけ
出す。その後に⾒える化や改善に移⾏

■ 製造現場の動きを分析し、最適⼈数の再検討、メンバ
ー間の移籍や多能⼯化

■ 積極的な機械投資、⾃動化により労務費を削減

ゼロベースで適正な製造を再定義し、効率化を⽬指す

管理費の改善 … 販管費率の低減

■ 共通購⼊品やリース・各種保険契約等はグループ間での単価
調査で最安値を常に⽬指す

■ 複数会社を⾒られる管理者の育成により管理コストを削減
■ ⼈事、総務、会計のパッケージ化により⾼効率化を実現

セイワプラットフォームにより必要な⽀援が必要なだけ可能に



収益向上の実例
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ポイント
• 要所を抑えて、競争優位性を構築
• ノウハウの共有化、共同購買によるコスト
削減で再現性の⾼いPMI注1が可能

• ラインの特⻑、顧客からの距離に応じて、
適切な⼯場の選定が可能

ポイント
• グループ共同製造体制を構築し21百万円の売上
を向上（2025/5期)

• 仕⼊先の共通化を⾏い、グループ企業Aの売上⾼
⽐材料⽐率を2024年5⽉期⽐で▲7.2％削減
（2025年5⽉期)

• グループの⾃動化ノウハウ、既存仕⼊れ先からロ
ボットを導⼊し、対象品番の⽣産性を2.1倍に
（⼿動7台/⽇、ロボット15台/⽇の⽣産）

ポイント

• 不良率調査を⾏い、インラインで完成できる製
品の仕分けを⾏い2⼈⼯を削減

• 夜間作業が発⽣していた作業を無くすために前
処理専⽤ラインを作ったことで、効率を向上

• 複数ラインを持てるメンバーを2名社内で選任し
たことで、⼿持ち時間が無くなり2⼈⼯の削減

• ラインの⾃動化によりオペレーターの1⼈⼯削減

仕⼊の最適化で収益を向上

※ロボットの導⼊

関東地区における同⼀業種占有状況 進捗中のPMIプロジェクト

注1︓Post Merger Integrationの略称で、M&A成⽴後に⾏われる統合作業のことを指す。

A社

B社

C社



04 M&A
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当社のM＆Aフロー
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ソーシングと
初期的検討

IM検討

トップ⾯談
意向表明書の提出

DD

投資委員会/
取締役会

クロージング

✔⾃社ソーシング、仲介経由からのソーシングルートがある
✔⾃社ソーシングリストはターゲットリストを基に⾃社でターゲットを選定して、案件化を実⾏
✔仲介会社経由は、仲介会社受諾案件のうち当社の投資⽅針に合致すると考えられるものが送付される

✔EV/EBITDA評価による投資規律の確認
✔IMと当社注⼒市場を基にしたスコアリングを実施しトップ⾯談可否を決定

✔当社の投資⽅針や売却前提としないホールディングス体制への説明
✔ビジネスとしての要旨等をチェックリストで確認し、⾃社フォーマットに記載後、社内会議

✔実績のある専⾨家によるレポート作成
✔当該領域における知⾒が深い⾃社メンバーを参加させ、詳しく判断

✔投資委員会、取締役会でのダブルスクリーニングによって論点を補完
✔DDのフォーマットや質問リストを作成することで網羅的にカバー

✔⼈材最適化システムを⾃社で保有しており、後継⼈材のパターンマッチングを実施
✔⾃社のタレントプール（社⻑経験ありで、グループのPJに参加しているメンバー）も含めたPMI体制を決定



多数の事業承継経験をチェックリスト化し、下記項⽬を中⼼にディールを進⾏

セイワホールディングスの事業承継プロセス
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M＆A

■ 原則「モノづくり」及び
「モノづくりに関連する事業」

■ 競合優位性（技術、設備、特
許、⽴地など）の⾼いビジネス

■ EV/EBITDA評価を⾏い、
原則マルチプル5倍以内の企業

■ オーナー様と価値観や
⽅向性が⼀致していること

■ ⾃社が注⼒する市場であること

デューデリジェンス

■ 対象会社のオーナー様、キーマ
ンの役割及び今後の経営メンバ
ーの検証

■ 平均給与、休⽇数、管理職数、
特定社員への依存度のチェック

■ 対象事業の市場分析（独⾃法）

■ ⾃社として運営できるのか

■ 競合優位性の源泉と継続性の確
認

■ 将来投資必要額、撤退額の算出

PMI

■ ⽣産現場の整理整頓・安全対策
の実施を⾏い労災０を⽬指す

■ パターンに応じた後継⼈材選定
プロセスを活⽤した選定

■ バックオフィスは⾃社の統⼀フ
ォーマットを活⽤して、最⼩の
⼈員で効率よく履⾏

■ 独⾃のプラットフォームを活⽤
した課題解決と成⻑⽀援

■ 経営管理⼈材の派遣



売却を前提としない株式保有により、オーナー様の事業承継ニーズに応えられ、
他社が投資対象としにくい中⼩製造業の事業承継ができる存在です。

事業承継における当社の強み
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投資対象企業数 中⻑期の取り組み 相乗効果による成⻑ 事業承継ノウハウ

当社 ⾼収益を⽬指せる
ニッチ中⼩企業が多数存在

オーナー様の安⼼を得られ
中⻑期を⾒据えた
投資が可能

独⾃のプラットフォームと
グループ企業間における
シナジーの追求

中⼩製造業における
豊富な実績

⼤⼿
製造業 ⼀定以上の売上・利益規模が

必要で、親会社と
関連する事業が対象

業績悪化、事業戦略の
変更により、投資企業の
優先順位が⼤きく変動

親会社と同⼀の事業であれば
シナジー効果あり

多くのM&A実績を持つ
企業は稀

投資
ファンド ⼀定以上の売上・利益規模が

必要。ニッチ領域は難易度が
⾼く対象になりにくい

売却やIPO前提のため
中⻑期を⾒据えた⽀援が⾏いづ
らいが経営ノウハウは多い

単独で成⻑ 多くのM&A実績
⽬利き⼒・M&A実⾏⼒



当社ポジショニング
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製造業を主たる対象とするロールアップ企業との⽐較

競合⽐較
当社 ロールアップ企業

セイワホールディングス A社（セグメント特化型） B社（全⽅位型）

注 上記⽐較表は、公表資料により判断した当社による分析を基に作成したイメージであることはご留意ください。
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経営者のバックグラウンド

経営の特徴

投資スタイル

投資範囲

バリューアップ

撤退⽅針

製造中⼩企業

シナジー効果が⾼い
特定の市場を複数選定しており、

景気変動への対応

事業経営

独⾃のスクリーニングプロセスで
ロールアップに適した市場を選定

して投資実⾏

独⾃のプラットフォームで成⻑
過年度の実績が豊富

撤退基準有り

⾦融・コンサル等

⼀定のシナジーは有り
投資スタイルが複数ある
特定産業の影響が⼤きい

ファンド、コンサル、事業経営

特定の産業分野を選定し、
類似案件の買収が中⼼

同⼀産業内でのシナジー有り
特定業種に傾聴しており、景気変

動の影響は⼤きい

明⽰なし

ファンド・⾦融

分散投資であり景気変動に強い
シナジー効果が発揮しづらい

事業経営

幅広い業種のなかで投資効率が⾼
い企業に注⼒

業種が分散されており、事業に対
するノウハウ蓄積は限定的

原則撤退無し
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M&Aの投資対象に関するクライテリア

投資対象企
業
要件

投資スタイ
ル

投資事業領
域

投資規律

財務基準

株式取得⽅法

■ EV/EBITDA評価を⾏い、原則マルチプル5倍以内の企業を中⼼に検討
■ 投資対象のEBITDAは100~300百万円を主要なスコープとする。

■ 円滑なPMI及び成⻑・改⾰をスピード感もって進めるために100%の保有を基本⽅針
• 但し、案件固有の背景についても柔軟に検討可能

⼈材

バリューアップ

■ 経営者・実務メンバーなど投資先のニーズにあわせて派遣
• 独⾃の⼈材最適化システムを構築し、パターンに応じた後継⼈材選定プロセスを活⽤

■ バックオフィスは⾃社の統⼀フォーマットを活⽤し、最⼩の⼈員で効率よく履⾏
■ セイワプラットフォームを活⽤し、単体での所有が困難な機能を集約、オペレーションの

低コスト化と事業成⻑⽀援を可能に

注⼒分野

撤退要件

■ 経産省の⼯業統計・産業統計（細分類）を整備し、DBとして活⽤し、独⾃のスクリーニングプロセス（平
均利益率、売上成⻑率、⾃社役員との技術的な近似性などをランキング化し、ロールアップ効果が⾼い市場
を選定）によって注⼒市場を決定

■ 既に投資済みの事業分野以外にも、ニッチトップ製造業は特に今後注⼒

■ 急激な事業環境の変化や継続的な利益創出が外部環境等で発⽣した場合検討
・連続⾚字や⾚字の絶対額によって早急な判断を実施

基礎的な投資⽅針

6年間で累計16件のM＆A（2026⽉5⽉期2Q時点）を実施、年平均2.7件の安定した投資を実⾏



独⾃の⼈材最適化システムを構築
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<前提>変数が多い⼈材⾯のミスマッチを減らすことに成功した最適化システム
１. 監査時点でPMIの難易度を想定し、案件を進めることを検討
２. パターンごとに失敗確⽴の低い、⼈材登⽤を実施
３. モニタリングを通じて、対策を順次検討

⼈材最適化
システム

オーナーの属性、キーマンのタイプと後継⼈材の選択表によりPMIの成功率を向上

オーナータイプ表 キーマンタイプ表 後継⼈材スキル表
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撤退基準

27

⽅法 判断基準 実⾏・配慮事項

合併
グループ内合併で構造課題が解決され
る、売却より⼤きな経済合理性が⾒込
めると取締役会が判断

■ 必要に応じてノンコア事業を切り離し、⼯場を集約
■ 合併後にグループ利益へ最⼤寄与できる体制を整備

売却 事業継続に⽐べ売却の⽅が経済合理的
と取締役会が判断

■ 売却先が⼈員削減を条件とする場合、
可能な限りグループ内で雇⽤継続を確保

廃業 合併・売却より廃業の⽅が経済合理的、
または両案が困難と取締役会が判断

■ 主要顧客・仕⼊先の⽣産性に配慮し在庫を⽣産（可能な限り）
■ 遅くとも6か⽉前に顧客へ撤退説明、代替調達⼿段を提⽰。グループ内
で雇⽤維持を最⼤限⽬指し、その他メンバーには再就職斡旋を実施
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※再⽣案件は、当初計画の⾚字期間終了後に同基準を適⽤

撤退判断トリガー

撤退⽅法

営業損失1 億円以上
かつ

回復⾒込が薄い

1

必要設備投資控除後
の営業利益

３期中２期⾚字

3

２期連続⾚字
or

３期中２期⾚字

2

事業環境の悪化が
⾼確度で予⾒

4

注⼒市場の変更

5



05 今後の成⻑
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今後の成⻑ストーリー

29

今後の成⻑戦略は3本の柱で構成
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セイワプラットフォームの進化

注︓右記はあくまでもイメージであり、
実際の利益とは異なります。

3

経営プロセスの浸透

M&Aによる成⻑

2022 2026

1 規律ある経営プロセスの浸透による収益性向上
• 収益率にこだわった経営を浸透
• グループ共通指標の設定、徹底により競争⼒を向上

2 • ⾃社ソーシングチームの設⽴
• 類似業種のM＆Aを繰り返すことで、売⼿に安⼼感を醸成

優良企業のM＆A

3 ⾼成⻑を⽀えるセイワプラットフォームの進化
• バックオフィスの型化を進め、短期間に効率経営
• 事業⽀援のプロフェッショナルチームを組成



⽣産性指標
⼈時⽣産性を⽉次で追うことにより
1名当たりの付加価値額の向上を⽬指す

共同購⼊
共同購⼊のプロジェクトを推進
主要原価の内製化に着⼿

経営者教育
毎⽉開催しているセイワ塾（2）の継続で、
次世代の幹部候補を育成することで、経営
体制の強化を図る

⾃社ソーシング案件数の拡⼤
⾃社ソーシングチームにてターゲットリス
トを策定し、アプローチを開始
担当者を配置し、⾃社との統合効果が⾼い
企業を中⼼に提携を強化

認知向上への取組
仲介会社や譲渡を検討しているオーナー様
からの認知を得るために、新規の仲介会社
様へDMなどのアプローチを実施済みであ
り、紹介件数の増加を⽬指す

管理・承認機能の⼀元管理
ノウハウ蓄積と型化により意思決定のスピ
ードアップを実現
またノウハウ蓄積により意思決定の検討深
度を深め最適な資本配分の実現を⽬指す

中⻑期の育成プロパー⼈材数
新卒採⽤の再開と積極的な採⽤により事業
推進のスピードと品質向上を⽬指す

キャッシュマネジメントシステムの導⼊
資⾦管理の更なる効率化と現預⾦と借⼊の
両建て解消による資⾦効率の向上を⽬指し
て、CMSのシステムを導⼊予定

成⻑ストーリーの具体的な取組
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規律ある経営プロセスの浸透
による収益性向上

優良企業のM＆A ⾼成⻑を⽀える
セイワプラットフォームの進化1

それぞれの柱に応じた取組で継続的な成⻑を⽬指す

2 3

(1)グループ間で共通する材料や消耗品を一括購入して、コストを下げること
(2) セイワホールディングス及びグループ会社の幹部社員育成を目的として、外部講師やグループの経験豊富なメンバーが若手に対して知見の共有を行う場

(1)
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グループ⼊り後の収益改善の取り組み

規律ある経営プロセスの浸透による収益性向上1

⽣産性指標への取組

ポイント
• グループ内の仕⼊先情報を⼀元管理し、
ボリュームディスカウントが効く材料
や外注費についてコスト削減を実施

• 将来的には仕⼊材料などを内製化する
ことで、グループに⼊った直後から安
定的に収益性が上がる仕組みを構想

共同購⼊の取組

ポイント
• 社内外の有識者からの講義とメンタリ
ングを実施することで若⼿社員の業
界・経営知⾒を強化

• 次世代の経営者プールを継続的に育
成・拡⼤することで、⻑期的なセイワ
グループの成⻑に対応可能な社内体制
を構築

セイワ塾の取組

ポイント
• ⼈時⽣産性は同⼀指標で横⽐較ができ、
内部管理上の主要指標としている

• 特に同業種間での⽐較を⾏い、管理⼈
数及び⾃動化率が適切かというグルー
プ各社の具体的な課題を抽出

• 収益インパクトの⼤きな課題から重点
的に改善施策を実施
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セイワホールディングスグループ連結数値

売上総利益率、営業利益率ともに製造業の指標を上回る
継続的な収益率の改善を製造業に深い知⾒のあるメンバーが実⾏中

指標 製造業平均 FY2024 FY2025 FY2026
中間

売上総利益率 19.5％ 29.9％ 30.4％ 37.1％

営業利益率 5.2％ 12.0％ 10.2％(2) 18.0％(2)

(1)出所︓経済産業省 2024年企業活動基本調査確報（2023年度実績） より、製造業の売上、売上原価、営業利益を基に当社で算出
(2)⼀般的な企業との⽐較のため、セイワホールディングスの営業利益率はそれぞれ顧客関連資産償却費、取得関連費⽤を⾜し戻し、その他収益、その
他費⽤を控除して計算しております。

継続的なバリューアップによって収益率を改善

規律ある経営プロセスの浸透による収益性向上1



豊富なパイプラインの更なる増加を⽬指し、⾃社ソーシング機能の拡⼤を図る
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類似業種のM＆Aによる案件ノウハウの強化

具体的なグループシナジーに向けた実施事項
✔ 共同購⼊による仕⼊れコストの削減
✔ 顧客基盤の共有化
✔ 共同配送によってコスト削減
✔ 製造改善ノウハウの共有による横展開

期待する効果
１．上記事項を注⼒市場の中で⾏うことにより、
オーナー様の安⼼と成⻑イメージを共有化

２．仲介会社、⾦融機関等との提携などを通じて、
M＆A連続企業としての⾃社ブランド⼒向上

シナジー効果の種類

優良企業のM＆A2

⾃社ソーシング案件数の拡⼤

他社ソーシング社数 ⾃社ソーシング社数

経歴︓⼤⼿証券会社 経歴︓表⾯処理業界の社⻑

⾃社ソーシングのポイント

⾃社ソーシングチームの配置状況

• ⾃社の優先対応リストから中⼼にアタックしており、
⾼いシナジー効果と技術が担保されている

• 質の⾼い案件が多く、クロージングに⾄る可能性が⾼い

ソーシング数の増加イメージ
• ⾃社ソーシング⽐率拡⼤を図り、効率的なM&A執⾏を⽬指す

現在 N年後

A⽒ B⽒

独⾃のネットワークで、
アポイントの取得や案件化

企業オーナー様との強い
⼈間関係を構築

（ 業務委託にて2026年1⽉より契約）
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⻑期的な成⻑に耐えうる⼈員体制の構築

ソーシング体制グループ経営体制（事業） 管理体制（コーポレート）

①代表的なグループ会社経営者

プライムものづくり企業の⾃
動化におけるスペシャリスト

⽣産技術部内の未解決課題の
『特殊プロジェクト』に13 
年間従事し社⻑技術賞を受賞

役割︓昇進した⼈材

年齢、勤続年数に関わらず、能⼒に応じて役割拡⼤し、管理体制を強化

製造業連続M＆A企業取締役で
ありグループ経営の⾼い知⾒

創業期から会社の成⻑を⽀え、
複数のグループ会社の社⻑経験
とグループ経営の構築

プライム製造業向け海外
⼯場の⽴上げ経験者

ベトナムの現地⼯場の⽴
上げを⾏い、最優秀サプ
ライヤー賞を受賞

34

積極的な⼈材登⽤

積極的な⼈材登⽤

現在 将来イメージ

戦略

PMI
マネジメント

管理事務

経営陣の特⾊と将来の経営候補者の擁⽴状況

⾼付加価値ブランドを持つ
B to C展開型製造業取締役

創業期から会社組織づくり
や販売⽀援、バックオフィ
ス構築などで会社を⽀える

⾼成⻑を⽀えるセイワプラットフォームの進化3

2026年2月時点
2名

5名

9名

②グループ経営担当の⼈材プール

③中⻑期の育成プロパー⼈材

2026年2月時点：4名

2026年2月時点：4名



⾮連続な成⻑を可能にするための財務規律
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M&Aにおける資⾦調達⼿法は原則として借⼊（有利⼦負債）を中⼼に組み⽴てる
M＆A資⾦での豊富な借⼊、返済実績に基づき今後も安定的な調達が可能と思慮

Debt Capacity（追加負債調達可能額）はNet Debt/EBITDA倍率を基準に管理
Net Debt/EBITDA倍率を重要な財務規律指標として位置づけ、3-4倍を設定。

現在は⼤型の買収により⼀時的に倍率が増加したが、EBITDAの伸⻑によりNet Debt/EBITDA倍率の低減をめざす。

連結BS 2026年5⽉期 中間期(監査済)

• 当座貸越枠の設定と共に既存借⼊⾦の返済を
進め有利⼦負債との両建てを削減。

現預⾦⽔準（2,650百万円）

M&Aにおける資⾦調達は借⼊を原則として実施

• 直近の⼤型買収があり借⼊⾦が増加しているが、2026
年5⽉期のEBITDAから算出すると約2.5倍の⽔準。

Net Debt/EBITDA倍率

親会社所有者帰属持分⽐率（13.4%）

• 2026年5⽉期の利益の積み上げと借⼊⾦の圧縮により
良化を⽬指す。

のれん（1,464百万円）

• 回収可能価額評価に基づき、のれんに関する減
損リスクをモニタリング。

⾼成⻑を⽀えるセイワプラットフォームの進化3



06 IPOについて
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IPOの⽬的

Copyright © SEIWA HOLDINGS 37

連続的なM&Aを可能にする経営基盤と
ブランドイメージの確⽴

企業成⻑を⽀える経営⼈材・管理部⾨
の採⽤と育成

⾼成⻑を⽀える財務基盤の強化と
資⾦調達⼒の向上

グループ会社の拡⼤には⼗分な資⾦が不
可⽋であり、資⾦調達⼒の向上という観
点からも、上場は重要なステップと位置
づけています。将来的な資⾦需要の拡⼤
を⾒据え、多様な資⾦調達⼿段を確保す
ることは、安定的かつ継続的な事業拡⼤
を⽀える基盤となります。

上場により、社員のモチベーションを⾼
め、企業認知度やブランド⼒の向上によ
って優秀な⼈材の採⽤にもつながります。
社員が⾃⾝の成果を社会や企業の成⻑に
結びつけて実感できる環境が整い、結果
として顧客への価値提供⼒が⾼まり、企
業全体の成⻑を⽀える⼒となります。

組織ガバナンスの強化により、グループ全体
の企業⼒が⾼まり、顧客からの信頼性が⼀層
向上します。これにより、企業認知度や財務
的信⽤⼒が⾼まり、取引先や⾦融機関との条
件改善を通じて、収益性の強化が期待されま
す。また、上場企業としての透明性と安定性
は、当社グループへの参画を検討するオーナ
ー様にとって安⼼材料となり、グループの持
続的な成⻑につながります。

1 2 3

継続的な成⻑とIPOの関連性

IPOのタイミングについて

当社は、継続的な成⻑の過程において、事業を安定的に継続するための設備投資・修繕投資・⼈材投資を前提とした管理体制の整備が進み、
持続的な成⻑を本格的に拡⼤する段階に⼊ったと認識しております。⼀⽅、今後の成⻑においては、①海外企業の台頭を踏まえた中⻑期視点
での積極的な設備投資、②優秀な⼈材の採⽤および定着、③取引先や⾦融機関からの信⽤⼒のさらなる向上が不可⽋であり、⾮上場のままで
は成⻑スピードや選択肢に制約が⽣じる局⾯に差し掛かっております。このため、当社グループは、事業基盤および管理体制が整った現在の
タイミングで上場することが、最も合理的かつ効果的に成⻑を加速できる選択肢であると判断いたしました。



IPOによる調達資⾦の使途
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調達資⾦の使途

主な資⾦使途
⽀払予定⾦額
（百万円）

⽀払予定時期

項⽬ 具体的な使途 2026年５⽉期 2027年５⽉期 2028年５⽉期以降

M&A待機資⾦
継続して製造業を中⼼とし
たM&Aを実施する⽅針であ
り、株式譲受資⾦に充当

4,255 － 2,000 2,255



以下には、当社グループの経営上のリスク要因となる項⽬を記載しております

事業等のリスクと対応⽅針

39

経営のリスク 発⽣の可能性 影響度 当社の対応⽅針

1 事業承継後の計画未達 低 ⼤ ■投資時のチェックシートの活⽤とノウハウ化
■セイワプラットフォームの強化・活⽤で、想定外に対処

2 投資によるトラブル、⾵評被害 低 ⼤ ■対象分野に強い外部専⾨家、社外取締役の登⽤
■DD時の法務コンプライアンス項⽬の強化

3 経営⼈材、技術⼈材の流失リスク 低 ⼤ ■対話を通じた相互理解
■⽬標、評価⽅法、管理⽅法の納得感の醸成

4 のれん毀損リスク 中 ⼤ ■ビジネスDDの中で技術者、業界関係者からの徹底的なヒアリング
■セイワプラットフォームの活⽤で弱みを補い、確実な事業計画達成を

事業のリスク 発⽣の可能性 影響度 当社の対応⽅針

1 品質不良、市場回収など 低 ⼤ ■作業⼿順書の徹底
■顧客との取引契約の締結、仕様書の相互承認制度

2 新規サービス、製品による
⾃社製品の競合優位性の低下 低 ⼤ ■営業部⾨⻑に加え、経営者⾃⾝も顧客から直接ヒアリングを⾏う

■マーケットに合わせた製品開発の実施

3 環境機運の⾼まりによる
市場性の低下 中 ⼤ ■環境配慮型製品の開発
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⽚⼿で⼀発開封が出来る包装資材
競 合︓化粧品の包装容器を中⼼に過去は両⼿での開封が⼀般的
製品特徴︓①⽚⼿で新たな開封⽅式で世界15か国で独占実施権の

許諾元が特許を取得済み
②ユニバーサルデザインであらゆる⼈が開封可能
③環境配慮素材の⾼い使⽤率

トピックス︓2026年5⽉期1Q時点で、530,691個の製造販売を実現
市 場 ︓2024年の包装・容器出荷⾦額は6兆3,823億円

将来的に成⻑が⾒込める研究開発の種

41

Vパック
ケーブル⼀体型多点温度センサ︓温度計測の新しい形

競 合︓1本で1ポイントの測定が常識
製品特徴︓①1本のケーブルで40ポイントの多点計測が可能

②⽇⽶中韓にてケーブル⼀体型センサとして特許取得済み
③⽔中・⼟中での測定にも強みを発揮

トピックス︓⼤⼿ゼネコンとサンサーモを活⽤した製品特許の
共同出願を検討中

市 場 ︓2021年度の電気計測機器の売上は8,712億円

サンサーモ
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出典︓JEMIMA電気計測器の中期⾒通し2022〜2026年度出典︓公益社団法⼈⽇本包装技術協会 2024年⽇本の包装産業出荷統計の概要



連結損益計算書（IFRS）
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百万円 2024年5⽉期 2025年5⽉期 2026年5⽉期中間

売上収益 7,276 7,769 3,874

YoY成⻑率 (%) ー 6.8 ー

売上総利益 2,175 2,359 1,435

売上総利益率 (%) 29.9 30.4 37.1

営業利益 471 700 939

営業利益率 (%) 6.5 9.0 24.2

当期利益 281 327 667

当期利益率 (%) 3.9 4.2 17.2

注︓各期監査済みの財務数値を基に記載しております。



百万円 2024年5⽉期 2025年5⽉期 2026年5⽉期中間
営業利益 471 700 939

営業利益率(%) 6.5 9.0 24.2

顧客関連資産償却費 100 108 58

取得関連費⽤ 0 1 14

調整後営業利益(1) 572 809 1,013

調整後営業利益率 (%) 7.9 10.4 26.1

連結損益計算書（IFRS）
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調整後営業利益（調整項⽬）

調整後営業利益 572 809 1,013

減価償却費 241 263 156

調整後EBITDA(2) 814 1,073 1,169

調整後EBITDA(%) 11.2 13.8 30.2

調整後EBITDA（調整項⽬）

(1) 調整後営業利益=営業利益+顧客関連資産償却費+取得関連費⽤
(2) 調整後EBITDA=調整後営業利益＋減価償却費
(3) 各期監査済みの財務数値を基に記載しております。
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連結貸借対照表（IFRS）
百万円 2024年5⽉期 2025年5⽉期 2026年5⽉期中間
現⾦及び現⾦同等物 1,312 2,903 2,650

その他流動資産 2,506 2,102 2,277

流動資産合計 3,819 5,006 4,927

のれん 396 1,464 1,464

顧客関連資産 907 1,178 1,119

その他⾮流動資産 2,791 3,626 4,028

⾮流動資産合計 4,094 6,268 6,610

社債及び借⼊⾦ 949 1,371 2,380

その他流動負債 1,625 1,755 1,701

流動負債合計 2,575 3,127 4,082

社債及び借⼊⾦ 4,193 5,833 4,390

その他⾮流動負債 1,320 1,471 1,515

⾮流動負債合計 5,513 7,304 5,905

資本合計 -174 842 1,550

負債及び資本合計 7,914 11,274 11,538
注︓各期監査済みの財務数値を基に記載しております。
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連結キャッシュ・フロー計算表
百万円 2024年5⽉期 2025年5⽉期 2026年5⽉期中間
営業活動によるキャッシュ・フロー 838 1,358 388

税引前当期純利益 445 563 844

減価償却費、償却費及び減損損失 701 371 214

営業債権及びその他の債権の増減額 ▲291 597 ▲231

棚卸資産の増減額 74 13 21
営業債務及びその他の債務の増減額 147 ▲158 173

負ののれん発⽣益 ▲31 ー ▲168

その他 ▲208 ▲28 ▲465

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲200 ▲2,375 ▲359

固定資産の取得による⽀出 ▲249 ▲765 ▲89

連結の範囲の変更を伴う⼦会社株式の取得
による⽀出 ▲73 ▲1,592 ー

その他 122 ▲18 ▲270

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲163 2,607 ▲281

現⾦及び現⾦同等物の増減額 474 1,590 ▲252

現⾦及び現⾦同等物の期⾸残⾼ 837 1,312 2,903

現⾦及び現⾦同等物の期末残⾼ 1,312 2,903 2,650
注︓各期監査済みの財務数値を基に記載しております。



ディスクレーマー
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本資料は、関連情報の開⽰のみを⽬的として当社が作成したものであり、⽶国、⽇本国⼜はそれ以外の⼀切の法域における有価証券への
投資に関する勧誘を構成するものではありません。⽶国、⽇本国⼜はそれ以外の⼀切の法域において、適⽤法令に基づく登録もしくは届
出⼜はこれらの免除を受けずに、当社の有価証券の募集⼜は販売を⾏うことはできません。

本資料に記載された情報は、事前に通知することなく変更されることがあります。本資料及びその記載内容について、当社の書⾯による
事前の同意なしに、第三者が、その他の⽬的で公開⼜は利⽤することはできません。

本資料における将来の業績に関する記述は、将来予想に関する記述です。将来予想に関する記述には、これらに限りませんが｢信じる｣、
｢予期する｣、｢計画｣、｢戦略｣、｢期待する｣、｢予想する｣、｢予測する｣⼜は｢可能性｣や将来の事業活動、業績、出来事⼜は状況を説明する
その他類似した表現を含みます。将来予想に関する記述は、現在⼊⼿可能な情報をもとにした当社の経営陣の判断に基づいています。
そのため、これらの将来に関する記述は、様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来に関する記述に明⽰⼜は黙⽰された
予想とは⼤幅に異なる場合があります。したがって、将来予想に関する記述に全⾯的に依拠することのないようご注意ください。


